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はじめに

日本型ＩＴ社会の実現に向けた政府による構想「ｅ-Ｊａｐａｎ戦略」
を始め、これまでに数々の計画が策定されましたが、本市においても多様
化する行政への需要に対応するため、情報分野における環境整備の目標と
して、平成14年(2002年)に「苫小牧市地域情報化計画」を策定いたしまし
た。

この計画は、これまでに２度の更新を行いながら、ホームページやＳＮ
Ｓの公式アカウントを開設、コンビニエンスストアでの証明書類発行や市
税等を納付できるシステム構築など、市民サービスの向上に一定の成果を
あげたものと考えております。
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はじめに

また、地方自治体は、「持続可能な開発目標
（ＳＤＧｓ）」の達成に向けた取り組みの推進
が求められています。

人口減少や高齢化、大規模な自然災害の発生
など様々な問題に直面する中、本市においても
１０年先あるいは２０年先の苫小牧を見据え、
持続可能なまちづくりに資するため、本市のＩ
ＣＴ分野においても、この計画を通して「持続
可能な開発目標」に取り組んでいきます。
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国は、「Ｓｏｃｉｅｔｙ ５．０」を掲げ、
「サイバー空間とフィジカル空間（仮想空間と現
実空間）を融合させた取り組みにより、世界に先
駆けて超スマート社会を実現していく。」と説明
しています。

本市ではこの計画において、新たな技術への取
り組みや研究を行うなど、Ｓｏｃｉｅｔｙ ５．
０の流れに乗り遅れることのないようチャレンジ
をしてまいります。

出典：内閣府ホームページ https://www8.cao.go.jp/cstp/society5_0/index.html



前計画の振り返り

前計画 (平成26年度-2014年度- ～ 令和元年度-2019
年度-) ではマイナンバー制度や子ども・子育て支援
新制度に係る全国総合システムの構築、消防救急無
線デジタル化や無線LAN活用事業など、政府の施策
に伴う新たなシステムの導入や行政事務のＩＣＴ化、
市民サービス向上に向けた１８事業を計画し、８事
業が「完了」、１事業が費用対効果を期待できない
として「中止」、残る９事業については事業開始後
も取り組みが続くことから「継続」としております。
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前計画の振り返り

№ 区分 事業計画 実施

簡単・便利な

市民サービスの拡充

1 公共施設利用申込みシステムの推進 継続

2 オンライン申請・届出システムの推進 継続

3 電子調達（入札）システムの推進 継続

4 地方税のオンライン手続き 継続

5 情報公開への対応 継続

6 消防救急無線デジタル化 完了

7 行政情報の提供 継続

8 新規 社会保障・税番号制度対応システムの導入 完了

9 新規 用途地域照会システムの構築 完了

10 新規 子ども子育て支援新制度に係る全国総合システム構築 完了

11 新規 防災及び災害対策のシステム拡充 完了

12 新規 無線ＬＡＮ活用事業 完了

スリムで信頼される

システムの実現

13 文書管理システムの構築 中止

14 小中学校教育環境の整備 継続

15 部門システムサーバ統合等の推進 完了

16 新規 業務継続計画（ＢＣＰ）マニュアルの整備 完了

安全安心なシステムづくり
17 シンクライアントシステムの導入 継続

18 セキュリティ研修の充実 継続

～前計画の取り組み結果～
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第１章 計画の策定にあたって

１ 計画策定の考え方

システムや機器構成の最適化による費用圧縮、情報セキュリティレベル
の高い仕組みづくりは今後も取り組むべき課題ですが、無線通信技術や
タブレット端末の活用など、今後も時代にあった対応が不可欠であると
考えます。

また、市民からお預かりしている情報を扱う全ての職員が、情報セ
キュリティの意識を高く持ち、マイナンバー制度が導入され、特定個人
情報の厳重な管理義務が課されていることからも、これまで以上の「情
報セキュリティレベルの向上」に努めていくことも重要と考えます。

これらを踏まえ、政府などからの新たな計画を注視しつつ、「苫小牧
市総合計画」や、「苫小牧市行政改革プラン」などの計画と整合性を図
りながら進めてまいります。
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第１章 計画の策定にあたって

２ 計画期間

計画期間は令和2年度(2020年度)から令和6年度(2024年度)までの５年間とし
ます。ただし、本市を取り巻く社会経済情勢や政府の動向、めまぐるしく進
展しているＩＣＴ環境や各施策の進捗状況等を踏まえ、必要に応じて計画を
見直してまいります。

平成28

年度

平成29

年度

平成30

年度

令和元

年度

令和2

年度

令和3

年度

令和4

年度

令和5

年度

令和6

年度

苫小牧市

総合計画

第5次基本計画改訂版
（H25～29）

第6次基本計画

苫小牧市
行政改革

プラン

行政改革プラン
（H27～R元）

行政改革プラン

（次期）

苫小牧市

地域情報化計画

前計画

（H26～R元） 本計画
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第１章 計画の策定にあたって

３ 計画の位置づけ

これまでの計画では個別システムの導入計画も記載しておりましたが、
ネットワークや端末環境、業務システムのインフラなどが概ね整備され、
平成30年度(2018年度)に導入した総合行政システムをもって大規模業務シス
テムは一定の整備を終えたところです。

一方では、新たな「苫小牧市行政改革プラン」において、業務改革に関
連するＲＰＡやＡＩ技術、スマートフォンアプリを活用する個別システム
の新規導入が多数盛り込まれる見込みであることから、計画毎に内容が重
複することや庁内の横断的な情報連携など計画・管理のあり方などが課題
になっています。

8

これらのことから、本計画を細かな個別計画ではなく、
「苫小牧市総合計画の実現に向けたＩＣＴ分野における
目標」と位置づけることとし、個々のシステム導入計画
については「苫小牧市行政改革プラン」に掲載いたしま
す。



第１章 計画の策定にあたって

３ 計画の位置づけ

ＩＣＴにおける各種計画の関係

苫小牧市総合計画

苫小牧市
行政改革
プラン

苫小牧市
地域情報化
計画

苫小牧市情報化推進委員会

基本方針

基本目標・基本施策

個別計画

予算化・手法検討
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第１章 計画の策定にあたって

４ 計画の進捗管理

(１) 取り組みの継続

これまでの取り組みで整備してきたインフラを活用し、行政手続や情報
提供の充実、行政事務効率化について引き続き取り組んでまいります。

(２) 計画目標について

計画策定には一定程度の期間を要しますが、ＩＣＴを取り巻く環境の変
化は早く、システム構成や考え方が大幅に変わるなど、策定時とのギャッ
プが必ず発生するため、現時点においてシステム毎の計画立てが困難に
なっています。そのため、時代に応じた計画目標の見直しは順次実施いた
します。
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第１章 計画の策定にあたって

４ 計画の進捗管理

(３) 情報化計画の推進体制

本市は予算要求にあたり、市役所全てのシステム関連予算について、
苫小牧市情報化推進委員会にて審議を行っております。

本計画との整合性や必要性・導入手法・予算・費用対効果などについ
ても同委員会にて入念に審議のうえ推進してまいります。

(４) 情報セキュリティ対策の取り組み

市の情報システムが取り扱う情報資産を適正かつ安全に管理するため、
「苫小牧市情報セキュリティ対策基準に関する要綱」を策定し、必要に
応じて内容を見直しております。

今後も、新たなシステムやネットワークの導入、個人情報及び特定個
人情報に関する情報セキュリティのレベルを高めるとともに、定期的に
職員研修を行うなど積極的に取り組んでまいります。
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第２章 情報化の基本目標

第１章の内容から、今後もこれらの方向性は変わることはないと考えて
おり、前計画において設定した３つの基本目標は本計画に継承し、継続的
な対応を行ってまいります。

１ 簡単・便利な市民サービスの拡充

12

ＩＣＴを活用して、満足度の高い市民
サービスを提供します。

２ スリムで信頼されるシステムの実現

情報システムの調達や開発等に要する
コストの適正化に努めます。

３ 安心・安全なシステムづくり

情報セキュリティのさらなる強化に努
め、安全で信頼性の高いシステムづく
りを推進します。



第３章 情報化施策の展開

第１節 簡単・便利な市民サービスの拡充

１ 行政情報の公開と発信

①行政情報発信のさらなる充実

従来までは広報とまこまいやホームページによる「公開型」が主流でしたが、ス
マートフォンの普及に伴い、様々なＳＮＳツールやアプリによる行政からの「発信
型」が増加しております。

本市でも子育て支援や災害情報発信メールなどのプッシュ型情報発信を導入
しておりますが、ＳＮＳのさらなる活用やマイナンバー制度に伴い構築された「マ
イナポータル」を活用し、さらなる行政情報の発信力向上を目指します。

ホームページによる行政情報の公開など従
来事業は継続し、ＳＮＳやマイナポータルを活
用した「プッシュ型」の情報発信の拡充によりさ
らなる市民サービスの向上を推進します。

情報を届ける
（攻めの姿勢）

情報を置く
（守りの姿勢）
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第３章 情報化施策の展開

第１節 簡単・便利な市民サービスの拡充

１ 行政情報の公開と発信

②最新のＩＣＴサービス導入の推進

ＩＣＴ分野の行政情報発信ツールと言えば、ホームページやＳ
ＮＳなどが主流でしたが、近年ではスマートフォンのアプリを活用
した仕組みが増加しております。

本市でも防災情報や子育て支援アプリなど、新たな情報発信
の仕組みを導入してまいりましたが、先進自治体では様々な最新
のサービスが導入されております。

こうした先進事例を参考に、タブレットを活用した福祉サービス
の向上や、救急対応における外国人翻訳機能の活用など、さら
なる市民ニーズに合わせた最新のＩＣＴサービスを導入します。
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第３章 情報化施策の展開

第１節 簡単・便利な市民サービスの拡充

１ 行政情報の公開と発信

③オープンデータの活用

政府や自治体などの公共機関が保有する各種
行政情報を、２次利用が可能でかつ、加工に適し
たデータ形式で提供する「オープンデータ」の取り
組みが進められており、ビジネスや身近な公共
サービスへの活用も期待されております。

また、「官民データ活用推進基本法」が制定され、
国として積極的に推進していることから、本市にお
いてもオープンデータ利活用について取り組んで
まいります。

今後、本計画にて庁内におけるデータの洗い出
し作業から、各システムにおける機能や運用管理
などを検討し、計画年度内の稼働を目指します。

市 民間事業者

苫小牧市オープンデータ

市民
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第３章 情報化施策の展開

第１節 簡単・便利な市民サービスの拡充

２ 行政手続きのオンライン化

行政手続の際、窓口開設時間の制約や手
続きの複雑さ、添付書類の多さ、待ち時間の
長期化などが課題となっております。

これらのことから、行政手続きを身近で行なう
ことが出来る仕組みの拡充や手続きの簡素
化・一元化など、より良い市民サービスの向上
が求められております。

①行政手続きのワンストップ化

本市においては国の進める電子自治体を目指し、各種申請手続きを電子化し
てまいりました。今後はマイナポータルを活用したワンストップサービスを検討・導
入し、添付書類の省略化、スマートフォンから手続きができる仕組みの導入など、
手続きのさらなる簡易化を図ります。

出典：内閣府大臣官房政府広報室 https://www.gov-online.go.jp/tokusyu/mynumber/kosodate/
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第３章 情報化施策の展開

第１節 簡単・便利な市民サービスの拡充

②総合窓口の拡充と窓口サービスの向上

本市では平成31年(2019年)1月より総合行政システ
ムを稼働させ、庁内システムの一元化による情報共
有のスピード化を図り、令和2年(2020年)1月からは「総
合窓口サービス」を導入すると共に、１階フロアの改
修・機構改革により窓口サービスの向上に努めてまい
りました。

これにより様々な行政手続きが簡素化されましたが、
今後も総合窓口の業務拡充やオンライン申請の推
進、タブレットの活用など、窓口サービスの向上に努
めます。

２ 行政手続きのオンライン化

総合窓口
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第３章 情報化施策の展開

第１節 簡単・便利な市民サービスの拡充

２ 行政手続きのオンライン化

③キャッシュレス決済の推進

市税・国保税・介護保険料などの支払い方法に口
座振替やコンビニ収納など、利便性の高い仕組み
を導入してきました。

国も令和2年(2020年)の東京オリンピックが日本のデジタル決済促進の機会と
捉え、様々な補助制度を導入し、国際化を進めております。

本市でも市民の皆様のさらなる利便性向上を目指し、電子マネーやＱＲコー
ド決済などのキャッシュレス決済を導入します。
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第３章 情報化施策の展開

第２節 スリムで信頼されるシステムの実現

１ システムの導入・統合・一元化

平成３１年(2019年)１月から、住記・税・国保など
の基幹業務システムと福祉系システムを統合した
「総合行政システム」が稼動しました。

これに伴い、従来に比べ迅速な市民サービスの
提供が可能となりましたが、今後は新たに開始さ
れる事業も統合・拡充することで、より一層の市民
サービス向上を目指します。

①自治体クラウドの検討とＬＧＷＡＮ-ＡＳＰ等の利用拡大

東日本大震災を機に、堅牢なデータセンターを活用し、災害・事故発生時の業務継
続を図る自治体が増えています。

本市においてもデータセンターの活用を継続し、さらにはシステムの共同利用の可能
性を図るとともに、自治体クラウドやＬＧＷＡＮ-ＡＳＰの採用を進め、安心・安全なシステ
ムを目指してまいります。

LGWAN

自治体クラウドのイメージ

データセンター

業務
システム

基盤を共用

業務
システム

業務
システム 業務

システム

A市役所 B町役場 C市役所
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第３章 情報化施策の展開

第２節 スリムで信頼されるシステムの実現

１ システムの導入・統合・一元化

②サーバ統合、仮想化などによるシステムの
スリム化

今後も新規導入・更新するシステムにおいても、スリム化を進めると共に、市独
自でのシステム構築だけではなく、共用やサービス提供型などへの転換など、効
果的・効率的なシステム導入に努めます。

20

平成21年(2009年)より各フロアに設置・管理して
いたサーバを仮想技術を活用して統合し、デー
タセンターにて一元管理を進め、安全対策とコス
ト削減に努めてまいりました。



第３章 情報化施策の展開

第２節 スリムで信頼されるシステムの実現

１ システムの導入・統合・一元化

③タブレット・ペーパーレス化の推進

行政業務はシステム化が進む一方、紙による連
絡・通知等の事務がいまだに多く、個人情報の保管
など課題も多くあります。

こうした課題解決を含め、窓口相談や外勤時、救
急車など様々な場面でタブレット端末を活用すること
で、よりきめ細やかな受付や翻訳アプリによる外国人
対応、ペーパーレス化によるコスト削減などを推進し
ます。
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第３章 情報化施策の展開

第２節 スリムで信頼されるシステムの実現

２ 高度ＩＣＴや最新技術の推進

ＩＣＴを進めるための手法は様々ありますが、本市においてもシン
クライアントシステムの導入や仮想化技術などの最新技術を取り入
れ、情報セキュリティの向上やコスト削減などに努めてまいりました。

こうした最新技術は今後も増え続けていくことから、先進自治体の成
功事例や政府からの計画などを注視しつつ、信頼されるシステムの
運用を目指します。

①ＲＰＡやＡＩ技術の推進

日本は人口減少時代に突入し、労働力の絶対量が不足すると予測
される中で、「スマート自治体の実現」は本市においても重要なキー
ワードの１つと考えております。

人口減少は本市においても例外ではないため、職員が減少しても
自治体が本来担うべき機能を維持できるよう、ＲＰＡやＡＩなどの革新
的技術の実証実験を行い、活用・推進に努めます。
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第３章 情報化施策の展開

第２節 スリムで信頼されるシステムの実現

２ 高度ＩＣＴや最新技術の推進

②ＧＰＳやＧＩＳ技術等と

行政システムの融合

市民の皆様からの問合せでは、冊子の地図
台帳や聞き取りによる住所確認などで問合せ
時間が長引く事例も多くあります。

近年では、スマートフォンのＧＰＳ機能によ
る本人位置情報や、住所や所在地をＧＩＳ
位置情報などを活用することで、迅速かつ
正確な対応が可能になっております。

本市においても土地・農地情報や要支援者ＧＩＳなども導入してまいりましたが、
消防緊急通報システムや住居表示台帳システムなど直接市民の皆様に影響
のある業務においても拡充に努め、スムーズな行政サービスを目指します。

出典：総務省情報統計データベース
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/h15/html/F3802b00.html
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第３章 情報化施策の展開

３ 行政ＩＣＴ環境の充実

①行政事務及び教育に係るＩＣＴ環境整備の充実

様々な業務においてシステムの導入が進み、仮想
化技術やクラウド、タブレットを使ったプログラミング教
育など進化するＩＣＴに対応できるよう、本市としても
時代のニーズにあった環境整備に努めます。

第２節 スリムで信頼されるシステムの実現

また、主要公共施設には公衆無線ＬＡＮ（Ｗｉ－Ｆｉ）も整備し、教育用タブレット
の導入と防災や教育分野での活用も行っておりますが、今後も情報化時代に対
応したＩＣＴ環境整備の充実に努めます。

平成１４年度(2002年)に本庁舎や公共施設及び全ての小中学
校を独自の光ケーブルで接続し、市職員・教職員にも１人１台の
パソコン環境を整え、行政・教育におけるＩＣＴ環境を整備して
まいりました。
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第３章 情報化施策の展開

第２節 スリムで信頼されるシステムの実現

３ 行政ＩＣＴ環境の充実

②無線通信技術の活用と研究

これまで主要公共施設や小中学校への公衆無線
ＬＡＮ（Ｗｉ－Ｆｉ）の整備を進め、待ち時間の市民
サービス向上と教育・防災分野への活用を進めてま
いりました。

これらのサービスは市民ニーズが高いことから、今
後も維持や拡充を計画的に進めます。

また、国においても働き方改革とＩＣＴ利活用が推進されており、時間と場所を有
効に使えるテレワークやタブレットの活用など、無線通信技術を取り入れた仕組み
づくりを研究してまいります。
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第３章 情報化施策の展開

第２節 スリムで信頼されるシステムの実現

３ 行政ＩＣＴ環境の充実

③地域ＢＷＡや５Ｇなど次世代通信技術の研究

本市のＩＣＴ基盤は平成13年度(2001年度)の「地域イントラネット基盤整備事
業」により市内公共施設を自営光ケーブルで結び、行政のＩＣＴ化を進めてまい
りました。

光ケーブルの耐用年数は屋外で１５～２０年とされており、令和4年
(2022年)で２０年を経過することになります。また、導入は国庫補助
事業でしたが、更新は補助対象外のため、膨大な市費が必要とな
ります。

そのため、切断の可能性がある有線の光ケーブルでの更新に加
え、次世代通信である地域ＢＷＡや５Ｇなどを活用する手法を模
索し、安全・安心でコストも考慮し最適な更新手法を研究します。
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第３章 情報化施策の展開

第３節 安心・安全なシステムづくり

１ 情報セキュリティレベルの向上

本市では平成21年(2009年)に職員用端末として従来のＰＣからシンクライ
アント端末を導入いたしました。この端末には記録領域がなく、ＵＳＢメモリ等
の利用が制限されたことで情報漏えい対策として物理的対策を実施しました。

また、平成29年(2017年) 5月には総合行政システムや内部事務を利用す
るネットワークをインターネットから完全に分離し、インターネットに接続するこ
とで発生する様々なリスクから住民情報を守る対策も施しています。今後も
時代に応じた情報セキュリティ対策が求められるため、引き続きさらなる強
化・充実に努めます。

①システム認証の強化

住民情報を取り扱う端末の認証方法として、ＩＣカードとログ
インパスワードなど複数要素による認証の仕組みを導入して
おりますが、今後も生体認証など安心で安全なシステム環境
づくりを継続してまいります。
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第３章 情報化施策の展開

第３節 安心・安全なシステムづくり

28

②データ暗号化やＳＳＬ通信の推進

電子メールやインターネットを経由したファイルの送受信など
データのやりとりが増加する一方、他自治体などにおいて個人情
報漏えいに繋がる事案が発生しております。

本市におきましてもこのような事例は起こり得るため、送信データ
の暗号化やセキュリティの高いＳＳＬ通信(Secure Sockets Layer)
などを推進するとともに、職員研修などにより情報セキュリティを高
いレベルで維持し続けるよう、対策の強化や内容の充実に努めま
す。



第３章 情報化施策の展開

第３節 安心・安全なシステムづくり

２ セキュリティ研修の充実

①職員への情報セキュリティ研修の実施

新規採用職員はもちろん、長年勤務する職員や管理職も
対象に、情報分野における脅威の最新情報を周知し、正し
い知識で業務に取り組めるよう定期的な研修を実施いたし
ます。

国が管理する住民基本台帳ネットワークシステム（通称：住基ネット）や
マイナンバー制度等に係るセキュリティなど、特定個人情報の取扱いに
関する知識とノウハウが必要不可欠となっております。

そのため、システム管理者をはじめ、全ての職員に対し情報セキュリ
ティへの意識向上を目的に外部講師による集合研修やインターネットを
利用したｅ-ラーニング研修を実施してきました。

今後も新たなＩＣＴ化に対応できるより、継続してセキュリティ研修の実
施や充実に努めます。
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第３章 情報化施策の展開

第３節 安心・安全なシステムづくり

２ セキュリティ研修の充実

②外部講師による情報セキュリティ研修の実施

ランサムウェアやスマートフォンの不正アプリによる攻撃など、
様々な脅威は進化を続け、被害件数も増加の傾向にあります。

こうした最新の事例や対応策、知識を高めるため、専門の外
部講師による職員研修を継続して実施し、情報セキュリティ事
故事例やそれらに求められる対応策などから学び、職員の情
報セキュリティレベルのさらなる向上に努めます。
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第３章 情報化施策の展開

第３節 安心・安全なシステムづくり

３ 業務継続計画（ＢＣＰ）の推進

本市では、総合行政システムや全庁ＬＡＮシステムなどを耐震性や電源管理、
セキュリティ対策等に優れたデータセンターに設置しております。

また、データのバックアップも保存場所を複数にするなど、多重管理をしており
ますが、広域におよぶ災害が発生する可能性があります。そのため、データの遠
隔地バックアップなどを活用した業務継続計画となるよう見直します。

①業務継続計画(ＢＣＰ)マニュアルの整備・運用

本市では平成27年(2015年)3月に「ＩＣＴ部門の業務継続計画」
を策定し、大規模災害発生時の対応マニュアル及び平常時に
おける推進体制を定め、年１回の訓練を実施しております。

今後も運用の見直しを図り、環境の変化に応じた計画としてま
いります。
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第３章 情報化施策の展開

第３節 安心・安全なシステムづくり

３ 業務継続計画（ＢＣＰ）の推進

②データの遠隔地バックアップ

本市では平成20年(2008年)より庁舎で管理していた
サーバ群を、耐震性や電源管理、セキュリティ対策等に
優れたデータセンターを活用し、災害対策に努めてまい
りました。

32

しかし、平成23年(2011年)年3月発生した東日本大震災や、平成30年(2018
年)9月の北海道胆振東部地震などでは自治体を含め近隣全域が被災し、特
に停電による被害が多く見受けられました。

こうしたことから、さらなる対策としてデータの遠隔地バックアップや業務継続
を可能にする仕組みの研究を実施し、防災・減災対策を強化してまいります。



前計画（6年） 計画年度（5年）

章 節 計画事業名 （カッコ内は前計画から継続番号 ※本書4ページ参照） H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6

簡単・便利な

市民サービスの

拡充

行政情報の公開と発信

1 行政情報発信のさらなる充実（№1,2,3,4,5,7) 継続

2 最新のＩＣＴサービス導入の推進 継続

3 オープンデータの活用 新規

行政手続きの

オンライン化

4 行政手続きのワンストップ化 継続

5 総合窓口の拡充とさらなる窓口サービスの向上 継続

6 キャッシュレス決済の推進 新規

スリムで信頼

される

システムの実現

システムの
導入・統合・一元化

7 自治体クラウドの検討とＬＧＷＡＮ－ＡＳＰ等の拡大推進 新規

8 サーバ統合、仮想化などによるシステムのスリム化 継続

9 タブレット・ペーパーレス化の推進 新規

高度ＩＣＴや

最新技術の推進

10 ＲＰＡやＡＩ技術の推進 新規

11 ＧＰＳやＧＩＳ技術等と行政システムの融合 継続

行政ＩＣＴ環境の充実

12 行政事務及び教育に係るＩＣＴ環境整備の充実（№13,14,17) 継続

13 無線通信技術の活用と研究 継続

14 地域ＢＷＡや５Ｇなど次世代通信技術の研究 新規

安全安心な

システムづくり

情報セキュリティレベルの

向上

15 システム認証の強化（№17) 継続

16 データ暗号化やＳＳＬ通信 継続

セキュリティ研修の充実
17 職員への情報セキュリティ研修の実施（№18) 継続

18 ＩＣＴ有識者による情報セキュリティ研修の実施（№18) 継続

業務継続計画（ＢＣＰ）の

推進

19 業務継続計画マニュアルの整備・運用（№16) 継続

20 遠隔地へのデータバックアップ 新規

本計画(令和2年度<2020年度>～令和6年度<2024年度>)の取り組み
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